
　

一
九
九
〇
年
代
末
の
ア
ジ
ア
経
済
・

金
融
危
機
に
影
響
を
受
け
た
東
・
東
南

ア
ジ
ア
諸
国
は
概
ね
三
〜
五
年
で
銀
行

部
門
の
再
建
に
目
処
を
つ
け
た
が
、
影

響
が
比
較
的
軽
微
だ
と
さ
れ
た
フ
ィ
リ

ピ
ン
で
は
約
一
〇
年
を
要
し
、
リ
ー
マ

ン
シ
ョ
ッ
ク
の
影
響
が
顕
著
と
な
っ
た

二
〇
〇
八
年
末
に
、
全
金
融
機
関
の
不

良
債
権
比
率
が
ア
ジ
ア
危
機
以
前
の
水

準
（
五
％
以
下
）
に
戻
っ
た
ば
か
り
で

あ
っ
た
。
ま
た
、
同
国
に
と
っ
て
多
数

の
海
外
就
労
者
（
以
下
Ｏ
Ｆ
Ｗ
）
受
入

国
の
ひ
と
つ
で
あ
り
、
企
業
進
出
や
国

内
証
券
市
場
へ
の
投
資
資
金
を
つ
う
じ

て
経
済
的
に
も
重
要
な
米
国
発
の
金
融

危
機
は
、
大
統
領
選
を
一
年
半
後
に
控

え
た
政
権
交
代
期
に
、
新
た
な
政
策
対

応
を
迫
っ
た
。
本
稿
で
は
、
リ
ー
マ
ン

シ
ョ
ッ
ク
に
よ
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
経
済
へ

の
影
響
と
ア
ロ
ヨ
政
権
（
当
時
）
が
実

施
し
た
政
策
対
応
、
二
〇
一
〇
年
六
月

末
に
発
足
し
た
ベ
ニ
グ
ノ
・
ア
キ
ノ
政

権
の
経
済
政
策
を
概
観
す
る
。

●
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
の
影
響

①
金
融
市
場
と
海
外
投
資
資
金
の
傾
向

　

国
内
銀
行
部
門
は
二
〇
〇
二
年
に
制

定
さ
れ
た
特
別
目
的
会
社
法
に
よ
っ
て

不
良
債
権
の
切
り
離
し
、
債
権
・
取
得

担
保
売
却
取
引
関
連
諸
税
の
減
免
を
受

け
て
財
務
状
況
の
改
善
を
行
う
一
方
、

二
〇
〇
三
年
頃
か
ら
融
資
残
高
を
回
復

さ
せ
つ
つ
、
リ
ス
ク
回
避
・
低
減
を
中

心
と
す
る
資
産
運
用
を
行
っ
て
き
た
。

図
1
を
見
る
と
、
そ
の
与
信
方
針
の
傾

向
が
読
み
取
れ
る
。
第
一
に
、
産
業
部

門
向
け
融
資
の
伸
び
は
融
資
残
高
増
と

比
較
す
る
と
小
さ
く
、そ
し
て
第
二
に
、

非
自
営
業
家
計
な
ど
個
人
向
け
融
資
と

銀
行
間
融
資
を
含
む
金
融
仲
介
が
大
き

く
増
加
し
た
。
特
に
前
者
は
、
Ｏ
Ｆ
Ｗ

送
金
を
購
入
原
資
の
一
部
と
す
る
自
動

車
・
住
宅
ロ
ー
ン
残
高
の
増
加
に
よ
る

も
の
と
考
え
ら
れ
る
。
な
お
、
融
資
は

銀
行
部
門
全
資
産
の
う
ち
四
割
強
を
占

め
る
。
融
資
以
外
の
資
産
で
は
、
二
割

強
を
証
券
（
う
ち
八
〜
九
割
を
フ
ィ

リ
ピ
ン
政
府
や
国
内
企
業
が
発
行
す

る
債
券
と
株
式
で
保
有
）、
現
金
や

銀
行
間
勘
定
等
が
約
一
五
％
を
占
め

る
一
方
、
証
券
投
資
は
約
二
％
で
あ

り
、
保
守
的
な
運
用
姿
勢
を
維
持
し

て
い
る
。
仕
組
み
債
な
ど
の
複
雑
な

金
融
商
品
へ
の
投
資
が
資
産
に
占
め

る
割
合
は
非
常
に
小
さ
く
、
二
〇
〇

八
年
末
時
点
で
配
当
か
ら
の
減
収
が

見
ら
れ
る
こ
と
、
国
内
大
手
二
行
が

引
当
金
を
積
み
増
し
た
こ
と
を
除
く

と
、
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
の
影
響
は

限
定
的
で
あ
っ
た
と
言
え
る
。

　

他
方
、
市
場
規
模
は
小
さ
い
も
の

の
、
主
要
な
プ
レ
ー
ヤ
ー
が
外
資
系

金
融
機
関
で
あ
っ
た
国
内
資
本
市
場

で
は
、
海
外
投
資
家
の
影
響
を
受
け
、

二
〇
〇
七
年
後
半
か
ら
変
化
が
見
ら

れ
た
（
図
2
）。
発
行
市
場
の
九
五
％

を
占
め
る
国
債
の
売
買
が
中
心
で
あ
っ

た
海
外
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
投
資
は
、

フ
ィ
リ
ピ
ン
国
内
景
気
の
回
復
や
二
〇

〇
四
年
頃
か
ら
本
格
化
し
た
電
力
産
業

民
営
化
へ
の
外
資
参
加
等
を
背
景
に
増

加
傾
向
に
あ
っ
た
が
、
二
〇
〇
七
年
末

に
は
減
少
に
転
じ
た
。
特
に
顕
著
な
傾

向
を
見
せ
た
の
が
米
国
資
本
の
債
券
・

株
式
投
資
で
あ
り
、
約
四
五
億
ド
ル
に

の
ぼ
る
流
出
超
と
な
っ
た
同
年
以
降
、

現
在
ま
で
年
末
時
点
の
純
額
平
均
で
二
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図1　ユニバーサル・商業銀行の産業別与信残高

（出所）中央銀行ウェブサイトおよび年報（各年版）より作成。
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〇
億
ド
ル
を
超
え
る
流
出
超
と
な
っ
て

い
る
。
上
昇
基
調
に
あ
っ
た
株
式
市
場

も
同
時
期
に
下
落
ト
レ
ン
ド
と
な
り
、

総
合
株
価
指
数
は
外
資
と
交
替
に
主
要

プ
レ
ー
ヤ
ー
と
な
っ
た
国
内
資
本
の
売

買
に
よ
っ
て
ピ
ー
ク
時
（
二
〇
〇
七
年

一
〇
月
）
水
準
に
戻
る
ま
で
、
約
三
年

を
要
し
て
い
る
。

　

海
外
直
接
投
資
（
以
下
Ｆ
Ｄ
Ｉ
）
も

同
様
の
傾
向
を
見
せ
た
（
図
3
）。
一

九
九
〇
年
代
以
降
、
製
造
業
を
除
く
と

各
年
毎
に
金
額
・
業
種
と
も
に
振
幅
が

大
き
く
安
定
的
で
は
な
い
が
、
二
〇
〇

四
年
か
ら
増
加
傾
向
に
あ
っ
た
実
績
は

二
〇
〇
八
年
末
に
は
前
年
比
四
五
％
以

上
の
大
幅
減
と
な
り
、
翌
年
に
は
反
転

す
る
も
の
の
、
昨
年
度
（
暫
定
値
）
は

再
び
前
年
比
一
二
％
減
と
な
っ
た
。
業

種
別
に
見
る
と
、
投
資
減
や
純
流
出
で

は
電
力
・
ガ
ス
な
ど
社
会
基
盤
事
業
、

増
加
で
は
製
造
業
や
鉱
業
、
不
動
産
業

へ
の
投
資
動
向
が
も
た
ら
す
影
響
が
あ

る
。
他
方
、
二
〇
〇
九
年
末
の
数
値
で

は
五
割
以
上
を
占
め
て
い
た
製
造
業
へ

の
Ｆ
Ｄ
Ｉ
が
翌
年
末
に
は
一
九
九
〇
年

代
以
降
初
め
て
出
超
と
な
る
な
ど
、
世

界
的
な
景
気
後
退
に
伴
う
多
国
籍
企
業

の
合
併
・
統
合
や
事
業
展
開
の
見
直
し

に
よ
っ
て
、
中
期
的
に
は
輸
出
産
業
構

成
に
も
さ
ら
な
る
影
響
を
与
え
る
可
能

性
が
あ
る
。

②�

輸
出
、
雇
用
へ
の
影
響

　

フ
ィ
リ
ピ
ン
は
主
に
電
子
・
電
気
部

品
の
供
給
国
と
し
て
東
南
ア
ジ
ア
地
域

の
生
産
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
組
み
込
ま

れ
、
な
お
か
つ
中
東
・
ア
ジ
ア
・
欧
米

諸
国
等
に
年
間
百
数
十
万
人
の
労
働
者

が
Ｏ
Ｆ
Ｗ
と
し
て
就
労
し
て
い
る
。
Ｇ

Ｄ
Ｐ
約
一
〇
％
に
相
当
す
る
Ｏ
Ｆ
Ｗ
送

金
は
国
内
消
費
原
資
と
し
て
も
重
要
で

あ
る
た
め
、
先
進
諸
国
の
景
気
が
実
体

経
済
に
及
ぼ
す
影
響
は
無
視
で
き
な

い
。

　

同
国
の
主
要
輸
出
品
は
先
に
挙
げ
た

電
子
・
電
気
部
品

の
ほ
か
、
衣
料
品
、

そ
の
他
加
工
製
品

が
約
八
割
を
占
め

る
（
図
4
）。
こ
れ

ら
製
品
の
輸
出
額

は
二
〇
〇
八
年
第

3
四
半
期
か
ら
前

年
同
月
比
マ
イ
ナ

ス
に
転
じ
、
同
年

末
か
ら
翌
年
第
1

四
半
期
に
か
け
て

減
少
率
が
四
〇
％

を
超
え
た
。
プ
ラ

ス
に
転
じ
た
の
は

同
年
末
（
衣
料
品

の
回
復
は
二
〇
一

〇
年
第
1
四
半
期
）

で
あ
り
、
二
〇
〇

九
年
末
時
点
の
輸
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出
額
は
前
年
比
二
二
％
減
と
な
っ
た
。

　

主
要
品
目
の
輸
出
額
が
停
滞
し
始
め

た
時
期
は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
国
内
で
操
業

中
の
多
国
籍
企
業
に
雇
用
調
整
の
動
き

が
出
て
き
た
時
期
と
も
重
な
る
。
次
項

で
述
べ
る
危
機
対
応
策
発
表
当
初
、
政

府
は
二
〇
〇
九
年
中
の
新
た
な
国
内
失

業
者
数
を
二
〇
万
人
と
予
測
し
て
い
た

が
、
同
一
月
に
は
一
〇
万
人
に
の
ぼ
っ

た
。
労
働
・
雇
用
局
の
マ
ニ
ラ
首
都
圏

の
大
企
業
に
関
す
る
統
計
で
は
、
二
〇

〇
八
年
第
4
四
半
期
に
は
製
造
業
、
金

融
機
関
、
不
動
産
関
連
、
外
食
・
観
光

産
業
で
離
職
率
が
就
職
率
を
上
回
り
、

二
〇
一
〇
年
第
2
四
半
期
に
も
失
業
率

が
八
％
を
記
録
す
る
な
ど
、
不
安
定
な

状
態
が
続
い
て
い
る
。
ま
た
、
Ｏ
Ｆ
Ｗ

の
就
労
を
管
轄
す
る
海
外
雇
用
庁
の
統

計
（
参
考
文
献
①
）
で
は
、
二
〇
〇
八

〜
一
〇
年
末
の
全
就
労
者
数
は
中
東
諸

国
で
の
就
労
者
数
・
契
約
件
数
増
に
よ

り
前
年
度
比
一
〇
％
以
上
の
増
加
を
記

録
し
た
も
の
の
、
欧
米
諸
国
で
の
新
規

お
よ
び
再
雇
用
が
激
減
し
た
。
特
に
米

国
で
は
、
二
〇
〇
九
年
末
の
再
雇
用
者

数
は
前
年
比
三
〇
％
に
縮
小
し
、
全
Ｏ

Ｆ
Ｗ
送
金
の
約
四
割
を
占
め
る
送
金
額

も
、同
年
末
に
初
め
て
減
少
し
た（
フ
ィ

リ
ピ
ン
へ
の
送
金
額
全
体
と
し
て
は
減

少
し
て
い
な
い
。
図
5
参
照
）。

●�「
経
済
回
復
プ
ラ
ン
」
の
概
要

と
効
果

　

前
述
の
よ
う
な
経
済
構
造
の
も
と
で

は
、
先
進
国
の
景
気
が
貿
易
収
支
だ
け

で
な
く
、
国
内
外
で
の
就
労
や
直
接
・

ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
投
資
に
大
き
な
影
響

を
及
ぼ
す
。
二
〇
〇
九
年
一
月
、
当
時

の
ア
ロ
ヨ
政
権
は
財
政
均
衡
の
目
標
達

成
年
度
を
二
〇
一
〇
年
か
ら
二
〇
一
一

年
に
先
送
り
し
、
①
持
続
的
成
長
の
確

保
と
成
長
目
標
の
達
成
、
②
年
度
前
半

で
の
年
間
公
共
投
資
額
の
七
割
相
当
の

支
出
、
最
大
一
八
万
人
の
雇
用
創
出
、

③
生
活
保
護
等
の
支
給
に
よ
る
被
影
響

者
（
最
貧
困
層
、
帰
国
Ｏ
Ｆ
Ｗ
、
輸
出

産
業
従
事
者
）
へ
の
支
援
、
④
物
価
の

低
位
安
定
の
維
持
、
⑤
景
気
回
復
期
へ

の
準
備
と
し
て
の
競
争
力
向
上
（
奨
学

金
、職
業
訓
練
な
ど
）
を
目
的
と
す
る
、

総
額
三
三
〇
〇
億
ペ
ソ

（
約
六
三
〇
〇
億
円
）
の

「
経
済
回
復
プ
ラ
ン
」（
以

下
Ｅ
Ｒ
Ｐ
）
を
発
表
し
た

（
表
1
）。
二
〇
〇
八
年
末

ま
で
の
議
会
審
議
で
承
認

済
み
の
予
算
措
置
が
多
く

計
上
さ
れ
て
い
る
こ
と
も

あ
り
、「
真
水
」
部
分
は

総
額
の
三
分
の
一
程
度
で

は
あ
る
が
、
例
年
の
予
算

案
と
そ
の
支
出
を
比
較
す

る
と
、
少
な
く
と
も
Ｅ
Ｒ

Ｐ
の
主
要
施
策
を
担
当
す

る
省
の
予
算
は
、
重
点
的

に
配
分
さ
れ
た
と
評
価
で

き
よ
う
。
臨
時
雇
用
対
策

と
し
て
の
イ
ン
フ
ラ
関
連

公
共
支
出
の
前
倒
し
は
不

況
期
に
お
け
る
建
設
業
へ

の
恩
恵
と
な
り
、
一
定
の

成
果
を
上
げ
て
い
る
。
二

〇
〇
九
年
度
第
1
四
半
期

終
了
時
の
政
府
支
出
総
額

は
前
年
度
並
み
で
あ
っ
た

が
、
投
資
支
出
は
五
九
％

の
増
加
を
見
せ
、
同
年
末
時
点
の
完
全

失
業
率
（
七
・
五
％
）
は
前
年
同
比
〇
・

一
％
増
に
と
ど
ま
っ
た
。

　

他
方
、
国
営
金
融
機
関
に
帰
国
Ｏ
Ｆ

Ｗ
向
け
生
活
一
時
金
を
融
資
さ
せ
る
法
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図5　OFW送金額、外貨準備高（純額）と輸入カバー率

（出所）中央銀行ウェブサイトより作成。

〔予算措置〕

●�社会保障・小規模自治体の

インフラ事業：1500億ペソ

●�中低所得者向け所得税減税：

200億ペソ＊

●�法人税減税：200億ペソ＊

●�公的年金支給額への追加：

300億ペソ＊

●�輸出支援基金：26億ペソ等、

総計3300億ペソ

表1　ERPの内容
施策の内容

雇用対策

OFW対象

契約打ち切り・終了による帰国者への生活保護

再出国に向けた職業訓練の提供

雇用労働省に新雇用先紹介のための専門部署設置

国内労働者

対象

公共投資の年度前半での前倒し実施→一時雇用創出（18万人）

解雇者への未払い給与補填

官民で解雇回避の申し合わせによる130万人の雇用創出

官民による大規模インフラ事業基金（1000億ペソ）の設立

物価対策

基礎品目の関税引下げ（食用小麦、セメント等＠0％、2009年初〜）

米輸入（2010年度予定分）の前倒し実施

基礎疾患常備薬の価格引き下げ指導

金融対策

政策金利引き下げ（2008年12月〜2009年7月、計2％、1992年以来の低水準）

法廷準備率引き下げ（2008年11月、2％）

BSPの再割引資金増額（200億ペソ→2008年11月：400億ペソ→2009年2月：600億ペソ）

政府系金融機関・国営企業等によるインフラ・住宅投資を総量規制から除外

財政措置 財政均衡の達成目標年度を2010年から2011年に先送り

（注）右枠内＊：ERP発表以前に2009年度予算法案の審議時点で決定済みの措置。
（出所）NEDAウェブサイトより作成。
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案
の
議
会
通
過
が
二
〇
一
〇
年
四
月
に

遅
れ
た
り
、
中
銀
が
二
〇
〇
八
年
末
か

ら
導
入
し
た
総
額
六
〇
〇
億
ペ
ソ
の
再

割
引
資
金
が
ほ
と
ん
ど
中
小
・
地
方
銀

行
に
活
用
さ
れ
な
か
っ
た
こ
と
が
報
道

さ
れ
る
な
ど
、
緊
急
対
策
を
実
行
す
る

タ
イ
ミ
ン
グ
の
ず
れ
や
、
実
施
に
お
け

る
地
域
間
格
差
が
生
じ
た
こ
と
、ま
た
、

一
〇
〇
〇
億
ペ
ソ
を
目
指
し
た
大
規
模

イ
ン
フ
ラ
事
業
基
金
設
立
計
画
が
、
企

業
側
の
協
力
を
得
ら
れ
な
か
っ
た
た
め

に
二
〇
〇
九
年
中
に
頓
挫
す
る
な
ど
、

任
期
終
了
直
前
の
ア
ロ
ヨ
政
権
の
求
心

力
の
弱
さ
が
露
呈
す
る
側
面
も
あ
っ

た
。
さ
ら
に
、
同
年
九
〜
一
〇
月
に
マ

ニ
ラ
首
都
圏
を
襲
っ
た
深
刻
な
台
風
災

害
へ
の
対
処
に
追
わ
れ
た
た
め
か
、
大

統
領
府
や
国
家
経
済
開
発
庁
（
以
下
Ｎ

Ｅ
Ｄ
Ａ
）、
中
央
銀
行
を
は
じ
め
と
し

て
Ｅ
Ｒ
Ｐ
諸
施
策
の
実
効
性
を
評
価
・

検
討
し
た
関
係
省
庁
が
全
く
な
い
こ
と

は
、
フ
ィ
リ
ピ
ン
に
お
け
る
政
策
運
営

の
問
題
点
を
明
ら
か
に
し
た
と
も
い
え

る
。

●�

ベ
ニ
グ
ノ
・
ア
キ
ノ
政
権
と
経

済
・
金
融
政
策
課
題

　

二
〇
〇
九
年
に
一
・
一
％
ま
で
縮
小

し
た
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
が
翌
年
に
は
七
・

三
％
を
記
録
し
た
フ
ィ
リ
ピ
ン
経
済
だ

が
、
他
の
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
諸
国
等
（
例
え

ば
タ
イ
、
マ
レ
ー
シ
ア
、
イ
ン
ド
ネ
シ

ア
、
韓
国
）
と
比
較
す
る
と
、
一
九
七

〇
年
代
以
降
の
一
人
当
た
り
Ｇ
Ｄ
Ｐ
の

成
長
速
度
、国
内
投
資
総
額
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
、

固
定
資
本
形
成
な
ど
で
遅
れ
を
取
っ
て

い
る
。
二
〇
一
〇
年
度
レ
ベ
ル
の
Ｇ
Ｄ

Ｐ
成
長
を
継
続
す
る
に
は
、
国
内
投
資

対
Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
二
五
％
を
一
定
期
間
維
持

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
も
推
計
さ
れ

る
が
（
参
考
文
献
②
）、
こ
の
よ
う
な

状
況
に
な
っ
た
要
因
に
は
、
長
年
に
わ

た
る
赤
字
基
調
の
財
政
や
、
汚
職
疑
惑

な
ど
に
よ
る
政
治
的
不
安
定
が
経
済
の

悪
循
環
を
生
ん
で
お
り
、
こ
れ
ら
が
改

善
さ
れ
て
い
な
い
こ
と
が
あ
る
。
二
〇

一
〇
年
六
月
の
教
書
演
説
で
、
①
汚
職

の
撲
滅
と
こ
れ
に
伴
う
財
政
改
善
・
効

率
化
、
②
教
育
制
度
の
充
実
と
人
的
資

源
の
育
成
、③
イ
ン
フ
ラ
整
備
の
促
進
、

を
中
心
的
な
方
針
と
し
て
掲
げ
た
ア
キ

ノ
大
統
領
で
あ
る
が
、
実
現
に
不
可
欠

で
あ
り
、
ま
た
、
歴
代
大
統
領
が
就
任

後
三
カ
月
か
ら
半
年
以
内
に
公
表
し
て

き
た
重
点
審
議
法
案
や
国
家
中
期
開
発

計
画
が
、
今
年
二
月
末
に
な
っ
て
よ
う

や
く
概
要
が
明
ら
か
に
な
る
な
ど
、
現

政
権
の
出
足
は
遅
い
。

①
重
点
審
議
法
案

　

上
下
院
制
を
取
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
で

は
、
両
議
会
に
常
時
あ
わ
せ
て
数
百
の

法
案
が
提
出
さ
れ
て
い
る
。
現
政
権
発

足
時
に
提
出
さ
れ
て
い
た
約
一
八
〇
法

案
の
う
ち
、
大
統
領
お
よ
び
議
員
・
実

業
代
表
者
開
発
諮
問
委
員
会
が
最
優
先

に
法
制
化
す
べ
き
と
定
め
た
法
案
は
二

三
、
な
か
で
も
喫
緊
に
法
制
化
さ
れ
る

必
要
が
あ
る
も
の
を
整
理
す
る
と
、
表

2
の
よ
う
に
な
る
。
と
り
わ
け
国
内
で

操
業
し
て
い
る
海
外
企
業
か
ら
の
整
備

要
請
が
常
に
高
い
の
が
、
電
気
・
水
道
・

運
輸
シ
ス
テ
ム
等
の
社
会
基
盤
で
あ

る
。
し
か
し
、
政
府
に
は
公
共
投
資
に

回
せ
る
財
政
的
余
力
が
小
さ
い
た
め
、

前
述
の
教
書
演
説
③
で
挙
げ
ら
れ
た
よ

う
に
、
現
政
権
で
は
公
共
投
資
に
民
間

資
本
を
導
入
（
以
下
Ｐ
Ｐ
Ｐ
）
し
、
道

路
、
鉄
道
な
ど
の
整
備
に
本
腰
を
入
れ

よ
う
と
し
て
い
る
。
前
政
権
で
は
発
電

施
設
の
民
間
へ
の
売
却
や
送
電
業
務
・

メ
ン
テ
ナ
ン
ス
事
業
の
民
間
委
託
契
約

を
行
っ
て
き
た
が
、
Ｐ
Ｐ
Ｐ
の
実
行
を

可
能
に
す
る
投
資
関
連
法
を
改
正
す
る

こ
と
に
よ
っ
て
、
こ
れ
を
他
の
建
設
・

整
備
事
業
の
分
野
に
も
拡
充
す
る
予
定

だ
ろ
う
。
す
で
に
昨
年
一
〇
月
、
大
統

領
と
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ａ
は
法
案
審
議
に
先
駆

け
、
試
験
的
案
件
と
し
て
早
急
な
契
約

を
目
指
す
総
額
七
四
〇
〇
億
ペ
ソ
（
約

一
兆
四
〇
〇
〇
億
円
）
に
の
ぼ
る
鉄
道

延
長
、
地
方
空
港
建
設
・
整
備
、
高
速

道
路
、
首
都
圏
の
水
道
設
備
改
善
な
ど

か
ら
な
る
イ
ン
フ
ラ
投
資
一
〇
案
件
を

発
表
し
て
い
る
が
、
実
行
へ
の
見
通
し

は
不
透
明
な
ま
ま
で
あ
る
。

②「
中
期
開
発
計
画
」
の
概
要

　

六
年
間
の
任
期
に
合
わ
せ
、
大
統
領

と
Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ａ
が
策
定
す
る
中
期
開
発
計

画
の
全
文
は
ま
だ
公
表
さ
れ
て
い
な
い

も
の
の
、
そ
の
基
本
的
方
針
や
構
成
は

図
6
の
と
お
り
で
あ
る
。「
包
括
的
な

成
長
」
を
目
標
に
、成
果
と
し
て
の
「
貧

困
削
減
」
と
「
雇
用
増
加
」
を
実
現
す

る
た
め
の
戦
略
と
し
て
中
期
開
発
計
画

を
位
置
づ
け
て

お
り
、
中
心
的

な
項
目
と
し

て
、
①
高
く
持

続
的
な
経
済
成

長
、
②
発
展
機

会
へ
の
平
等
な

ア
ク
セ
ス
、
③

効
果
的
で
確
実

な
社
会
的
安
全

網
を
挙
げ
て
い

る
。

　

内
容
は
歴
代

大
統
領
に
よ
る

同
計
画
と
さ
ほ

ど
変
化
は
な
い

が
、
前
政
権
と

異
な
る
指
針
と

し
て
、
貧
困
層

や
中
小
企
業
の

表2　主な優先審議法案
インフラ（PPP）関連 貧困・教育対策関連 その他

・BOT法改正法案

・電力産業改革法改正法案

・政府調達法案

・独占禁止法案

・国有地利用法案

・国営食糧公社改革法案

・基礎教育期間延長法案

・住宅・都市開発省設立法案

・公的健康保険法案（貧困層対象）

・水道施設規制法案

・財政責任法案

・国軍近代化法案

・シー・レーン設置法案

・証人保護法案

・内部告発者保護法案

（出所）BusinessWorld紙アーカイブより作成。
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資
金
ア
ク
セ
ス
を
向
上
さ
せ
る
意
図
が

強
調
さ
れ
て
い
る
。
先
進
国
金
融
市
場

で
の
危
機
や
停
滞
に
影
響
さ
れ
、
二
〇

〇
四
年
頃
か
ら
Ｏ
Ｆ
Ｗ
送
金
は
年
々
急

速
に
増
加
し
て
お
り
、
こ
れ
ら
資
金
の

国
内
滞
留
と
投
資
資
金
と
し
て
の
活
用

を
、
市
場
や
金
融
機
関
を
つ
う
じ
て
活

性
化
さ
せ
よ
う
と
し
て
い
る
よ
う
だ
。

た
だ
し
、
法
と
し
て
は
成
立
し
て
い
る

不
動
産
信
託
投
資
や
市
場
性
貯
蓄
商
品

な
ど
の
金
融
関
連
法
も
、
具
体
的
な
金

融
商
品
が
実
現
す
る
よ
う
、
所
管
・
関

係
各
省
に
実
施
規
則
の
作
成
を
急
が
せ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

●
お
わ
り
に

　

七
％
を
超
え
る
フ
ィ
リ
ピ
ン
の
失
業

率
は
、
東
南
ア
ジ
ア
地
域
で
も
最
も
高

い
レ
ベ
ル
に
あ
る
（
参
考
文
献
③
）。

財
政
余
力
は
少
な
い
な
が
ら
所
得
格
差

を
縮
小
し
、
徐
々
に
で
も
国
民
全
般
の

所
得
レ
ベ
ル
を
向
上
さ
せ
る
た
め
に

は
、
何
よ
り
も
雇
用
の
確
保
が
先
決
で

あ
る
と
い
う
ア
キ
ノ
政
権
の
方
針
は
正

し
い
だ
ろ
う
。
し
か
し
、
国
内
経
済
・

財
政
に
お
け
る
「
財
政
難
→
低
調
な
公

共
投
資
→
外
資
・
国
内
資
本
に
よ
る
投

資
活
動
の
停
滞
→
不
十
分
な
雇
用
創
出

→
税
収
の
停
滞
→
恒
常
的
な
財
政
難
」

と
い
う
悪
循
環
は
、
歴
代
政
権
が
立
案

し
た
政
策
が
実
行
さ
れ
な
か
っ
た
り
、

不
十
分
あ
る
い
は
非
効
率
的
で
あ
っ
た

こ
と
の
蓄
積
で
も
あ
る
。
ま
ず
は
、
優

先
審
議
法
案
の
う
ち
、
Ｐ
Ｐ
Ｐ
関
連
諸

法
案
を
早
期
に
成
立
さ
せ
る
こ
と
が
肝

要
で
あ
る
。
そ
の
た
め
に
は
、
こ
れ
ら

法
案
の
う
ち
「
一
〇
数
案
を
今
年
前
半

に
は
成
立
さ
せ
る
」
と
す
る
議
会
に
対

し
、
ア
キ
ノ
大
統
領
自
身
が
影
響
力
を

十
分
に
発
揮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

ま
た
、
Ｏ
Ｆ
Ｗ
送
金
を
国
内
投
資
資
金

と
し
て
十
分
に
活
用
す
る
に
は
、
国
内

証
券
市
場
の
整
備
・
強
化
が
急
務
で
あ

る
。
再
選
の
な
い
現
行
の
大
統
領
制
の

も
と
で
は
、
残
さ
れ
た
時
間
は
実
質
四

年
半
余
り
で
あ
る
。
こ
れ
を
長
い
と
見

る
か
短
い
と
見
る
か
は
、
ア
キ
ノ
政
権

が
今
年
度
中
に
ど
れ
程
の
成
果
を
挙
げ

ら
れ
る
か
に
か
か
っ
て
い
る
。

（
か
し
わ
ば
ら　

ち
え
／
ア
ジ
ア
経
済
研

究
所　

金
融
・
財
政
研
究
グ
ル
ー
プ
）
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効果的かつ確実な
社会安全網

開発機会への
平等なアクセス

高く持続的な
経済成長

2.マクロ経済政策
3.製造業・サービス部門政策
4.農漁業政策

5.インフラ開発の促進
6.金融システム政策
8.社会開発

1.序論
9.平和と安全保障

10.持続的成長のための環境および天然資源の保全・保護・復旧

幅広
な
戦略

フィリピン開発計画（PDP）2011-2016

雇用増加貧困削減成果
包括的な成長

7.良いガバナンスと法治
8.社会開発

図6　開発計画2011-2016の概要

（出所）NEDAウェブサイトより作成。
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